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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) ― 6,951,9508,718,03610,112,15110,749,251

経常利益 (千円) ― 970,7721,656,5061,817,4372,181,119

当期純利益 (千円) ― 586,859 983,5921,048,9631,209,646

純資産額 (千円) ― 1,453,5282,439,1296,134,3087,188,573

総資産額 (千円) ― 4,628,6989,885,33711,154,53712,265,152

１株当たり純資産額 (円) ― 374,743.00598,419.27118,714.00139,116.62

１株当たり当期純利益
金額

(円) ― 200,386.13251,603.3923,173.8223,409.65

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) ― 31.4 24.7 55.0 58.6

自己資本利益率 (％) ― 58.5 50.5 24.5 18.2

株価収益率 (倍) ― ― ― 17.3 7.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 457,1742,193,460△170,091△3,263,473

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △507,815△146,287△31,406△442,117

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △47,948△355,5241,489,423544,981

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 713,6762,405,3253,693,251532,640

従業員数 (名) ― 188 191 205 216

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は第15期から連結財務諸表を作成しております。

３　当社は平成18年８月26日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第15期及び第16期については、新株引受権の残高はありますが、

当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第17期及び第18期につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第16期までの株価収益率は当社株式が非上場であり、株価の算出が困難であるため記載しておりません。

６　臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 5,034,3826,951,9508,718,03610,112,15110,749,251

経常利益 (千円) 574,818940,5751,647,6461,817,2902,166,512

当期純利益 (千円) 418,480547,674978,3341,064,2971,195,155

資本金 (千円) 99,000 279,000316,5001,684,4201,684,420

発行済株式総数 (株) 1,980 3,780 4,030 51,673 51,673

純資産額 (千円) 522,2771,384,7322,365,0756,077,0887,116,861

総資産額 (千円) 4,477,4884,522,6639,794,73511,120,23112,147,015

１株当たり純資産額 (円) 251,150.22356,543.04580,415.82117,606.66137,728.83

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)
10,000
(―)

10,000
(―)

15,000
(―)

3,000
(―)

3,500
(―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 198,727.39186,105.96250,614.4223,512.5923,129.20

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.7 30.6 24.1 54.6 58.6

自己資本利益率 (％) 134.1 57.4 52.2 25.2 18.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 17.1 7.7

配当性向 (％) 5.0 5.4 6.0 12.8 15.1

従業員数 (名) 123 137 138 153 161

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は平成18年８月26日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。

３　第17期の１株当たり配当額には、ジャスダック証券取引所への上場記念配当1,000円が含まれております。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第14期から第16期までについては、新株引受権の残高はありま

すが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第17期及び第18期

については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第16期までの株価収益率は当社株式が非上場であり、株価の算出が困難であるため記載しておりません。

６　臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。

７　第14期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査を受けておりません。
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２ 【沿革】
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３ 【事業の内容】

当社のグループは、当社、親会社及び連結子会社(株式会社オー・イー・シー金沢)で構成されておりま

す。当社及び連結子会社(以下「当社グル－プ」という。)は、コア・コンピタンス(強みとなる中核技術・能

力)であるファインピッチ(高精細)実装技術を軸に、FPD(フラットパネルディスプレイ)製造メーカーや、IC

カード、ICタグ製造メーカーを含む半導体製造メーカー向けに、ACF(注６)貼付装置や熱圧着装置を中心と

した各種実装装置の開発、製造及び販売を行っております。

顧客に対する製品の販売及びメンテナンス等のサービス提供は、当社が直接行うほかに、販売代理店や協

力会社を通じて行っております。

当社グループは、FPD関連装置等の製造・販売を主力とした単一事業形態を採っておりますが、対象とす

る電子機器製品分野により、①FPD関連装置と、②半導体関連装置他の二つの製品群に区分することができ

ます。

　

(1) 製品の特徴について

対象とする電子機器と、当社グループの主要な製品は下表のとおりであります。

　

製品区分 対象とする電子機器製品 当社グループの主要な製品

①

 

FPD関連装置

 

携帯電話、カーナビゲーション

デジタルカメラ、PCモニター等

 

COG(注１)実装装置、COF(注２)実装装置

TCP(注３)実装装置、FPC(注４)実装装置

PCB(注５)実装装置、端子清掃装置

ACF(注６)貼付装置他

 

薄型テレビジョン

　液晶ディスプレイ(LCD)

　プラズマディスプレイ(PDP)等

 

ACF貼付装置、熱圧着装置、FPC実装装置

ガラス貼り合わせ装置、エージング装置

PCB実装装置他

 

②

 

半導体関連装置他

 

ICカード、ICタグ

 

COF実装装置(シート、ロールtoロール)

樹脂材封止装置、補強板貼付装置

カード丁合装置、通信検査装置

キャパシタ調整装置、スリッター他

半導体全般、各種検査装置

 

フリップチップボンダー

　(加熱・加圧方式、超音波方式)

ボールバンプフラットナー

ボールバンプ検査装置、チップ搭載装置他

(注) １　COG(Chip on Glass)：ガラス基板上への裸チップの直接搭載。

２　COF(Chip on Film) ：フィルム配線基板上へのチップの搭載。

３　TCP(Tape Carrier Package)：銅箔パターンで配線された薄膜フィルムを用い、TAB（Tape Automated 

　　　　　　　　　　　　 　Bonding:ボンディングの自動化を容易にするため、チップを搭載したテ

                           ープにスプロケット孔を設ける。)技術により製作されたパッケージ。

４　FPC(Flexible Printed Circuit)：フレキシブル(折り曲げ自由)なフィルム状配線基板。

５　PCB(Printed Circuit Board)   ：プリント配線基板。

６　ACF(Anisotropic Conductive Film)：異方性導電フィルム(ニッケルや金等の導電粒子を、熱硬化性エポキシ

樹脂より成る接着フィルム中に入れたフィルム材料)。熱圧着することに

より、このフィルムを介して上下の基板が電気的に接続される。
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当社グループ製品の核となる装置は、FPDや半導体等の製造において、ガラス基板等の基板上の端子と、

フィルムテープ(TCP)等の端子とを接着・接合する際に用いるACFを貼り付ける装置(ACF貼付装置)及び

ACFを挟んで基板上の端子とTCP等の端子とを加熱・加圧接合させる装置(熱圧着装置)であります。

当社グループは、これら一連のプロセスを自動的に行う装置も提供しており、対象とする基板や、それ

に接着・接合する対象物により、COG実装装置、TCP実装装置、FPC実装装置やPCB実装装置に枝分かれしま

す。

この装置の行うプロセスの概略及び当社グループ製品の顧客での適用例を、FPD製造のOLB工程(注)を

例に取り、下図により説明いたします。

　

FPDのOLB工程と当社グループ製品(TCP実装装置)の適用例
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(2) 当社グループの主力製品について

①　FPD関連装置

当社グループの主力製品であるFPD関連装置は、携帯電話、カーナビゲーション、PCモニター等を対象

とする小型FPD関連装置と、薄型テレビジョン等を対象とする大型FPD関連装置があります。

〈小型FPD関連装置〉

１インチから９インチ程度のLCDパネルの実装装置に対しては、一台でACF貼付、仮圧着、本圧着の

工程を一連に行う自動化装置(COG実装装置)を標準装置として販売しております。

それ以上のパネルサイズに対しては、カスタマイズ製品により個々に対応しております。

〈大型FPD関連装置〉

大型FPDパネル製造工程では、主にモジュール工程において当社グループの主力製品であるFPD関

連装置が利用されております。大型のものでは、100インチ超級のパネルに対応しております。

〈大型FPD対応モジュール実装ライン〉

FPD関連装置では、FPDのモジュール工程で利用される各種装置を、顧客から一括ライン受注するこ

とも多くなっております。ラインを形成するためには、核となるACF貼付装置や熱圧着装置に加え、

PCB接合装置、樹脂塗布・硬化装置、パネル反転装置などを統合する必要がありますが、当社グループ

はCIM(コンピュータを利用した生産管理技術)を活用することで、時には60～70ｍにも及ぶ各種装置

の統合・管理も行っております。

　

②　半導体関連装置他

当社グループでは、FPD実装装置を基盤に、ICカードやICタグ製品を含む半導体製品を対象とした半

導体関連装置他の製品を提供しております。

〈ICカード、ICタグ関連装置〉

ICカードやICタグは、顧客によって製造プロセスや材料が異なるため、顧客仕様に合ったカスタマ

イズ製品を提案することで、顧客ニーズに対応しております。

また、この分野においても、熱圧着等の接合装置の前後の工程で利用される各種装置を、顧客の希

望によりラインとして一括納入する場合があります。

〈半導体関連装置〉

半導体関連装置では、裸チップを直接搭載するダイレクトボンディング実装装置を中心に提供し

ております。ファインピッチ(高精細)化、薄型化の進む半導体製品に対応するため、この分野では高

速・高精度の実装が求められており、当社グループでは超音波接合技術や、超低荷重接合技術を盛り

込んだ製品を提供しております。
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(3) 事業系統図

以上述べた内容を事業系統図によって示すと、以下のとおりとなります。

　

　

当社の親会社は大崎電気工業㈱であり、主に電気機械器具製造業を営んでおります。

なお、当社との営業取引はありません。

連結子会社の㈱オー・イー・シー金沢は製造の一部を担当しており、資材の購入は、当社生産本部資材

部が一括して行い無償支給しております。同社で加工、組立てられた仕掛品は当社に搬入され、デバッグ、

調整等を行い製品として完成させております。したがって、㈱オー・イー・シー金沢は、当社グループの

一生産拠点として位置付けられます。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(親会社)

大崎電気工業㈱ 東京都品川区 4,686,701電気機械器具の製造及び販売
被所有
直接 54.07

役員の兼任　２人

(連結子会社)

㈱オー・イー・シー金沢 石川県白山市 79,000
FPD(フラットパネルディスプレイ)
関連装置等の加工・組立

所有
直接　100.0

当社製品の加工・組立
同社に対する融資
役員の兼任　２人

(注) 大崎電気工業㈱は、有価証券報告書を提出している会社であります。

　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当社グループは単一の事業形態でありますので、事業部門等の区分による記載を行っておりません。

平成20年３月31日現在

従業員数(名)

全社共通 216

合計 216

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

161 38.4 6.5 5,411

(注) １　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２　従業員数は、就業人員であります。

３　臨時従業員数は、10％未満であるため記載しておりません。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油を始めとする原材料の価格上昇に海外経済の不透明感も

重なり、景気の先行きに対する警戒感を更に強めていく結果となりました。 

　一方、当社グループの主要顧客が属するデジタル家電を中心とした市場においては、フラットパネルテ

レビの大画面化、高画質化、有機ＥＬテレビによる更なる薄型化やデジタルカメラ、携帯電話などの携帯

機器の高機能化などに需要が牽引され、継続的な設備投資を促す状況下で推移いたしました。 

　このような事業環境の下、当社グループは製品力の基盤となるファインピッチ実装（高精細高密度実

装）技術の強化を図り、ＰＤＰ（プラズマディスプレイパネル）・液晶パネルと併せて有機ＥＬテレビ

の大画面化・高画質化・薄型化へのニーズへの対応としてお客様のご要望に即したカスタム化生産シス

テムを提供してまいりました。また、需要が拡大しているＩＣカード、ＩＣタグやデジタルカメラなどに

組み込まれる撮像素子モジュールなど、各種の高密度実装モジュールの生産技術・生産システムの提供

に積極的に注力してまいりました。 

　その結果、当連結会計年度の売上高は107億４千９百万円（前年度比6.3％増）となりました。 

　また、利益面におきましても営業利益が21億７千６百万円（前年度比15.3％増）、経常利益が21億８千

１百万円（前年度比20.0％増）、当期純利益が12億９百万円（前年度比15.3％増）となりました。今後と

もコスト削減及び製品性能向上によるコストパフォーマンスの向上に取り組み、業績の向上に努めてま

いります。 　

　

当社グループは、単一の事業形態であるため、事業の種類別セグメントの業績は区分・集計しておりま

せんが、売上高を製品別に区分いたしますと、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置では、フ

ラットパネルテレビの需要が引き続き増勢傾向にあることもあって95億９千９百万円（前年度比11.0％

増）、半導体関連装置他では、ＩＣカード関連やカメラ用撮像素子モジュールなどの売上により11億４千

９百万円（前年度比21.3％減）の結果となりました。

　また、所在地別セグメントの業績につきましては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店がないため、記載しておりません。　
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(2) キャッシュ・フローの状況

　　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）という。）は、前連結会

　　　計年度末に比べて31億６千万円減少し、５億３千２百万円となりました。 

　　　　当連結会計年度における、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

　　　ります。 

　　（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　営業活動の結果、使用した資金は32億６千３百万円(前年度は１億７千万円の支出)とな

        りました。これは、主に税金等調整前当期純利益20億５千３百万円に対し、売上債権の増

　　　　加37億５千８百万円、仕入債務の減少９億５千万円、法人税等の支払額が７億３千３百万

　　　　円発生したことによるものであります。 

　　（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

　　　　　投資活動の結果、使用した資金は４億４千２百万円(前年度は３千１百万円の支出)とな

　　　　りました。これは主に有形固定資産の取得であり、第三工場の増設工事等に伴う支出であ

　　　　ります。 

　　（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

　　　　　財務活動の結果、獲得した資金は５億４千４百万円(前年度は14億８千９百万円の獲得)

        となりました。これは、短期借入金の増加による収入７億円及び配当金の支払による支出

        １億５千５百万円であります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当連結会計年度における生産実績、受注実績及び販売実績は次のとおりであります。

なお、当社グループは、単一の事業形態でありますので、製品区分別に記載しております。

　

(1) 生産実績

　

製品区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

FPD関連装置 9,536,199 +6.6

半導体関連装置他 1,472,406 +16.4

合計 11,008,605 +7.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

　

製品区分
受注高
(千円)

前年同期比
(％)

受注残高
(千円)

前年同期比
(％)

FPD関連装置 6,589,286 △39.3 6,988,156 △30.1

半導体関連装置他 1,543,425 +10.1 867,393 +83.1

合計 8,132,711 △33.6 7,855,550 △25.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

　

製品区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

FPD関連装置 9,599,607 +11.0

半導体関連装置他 1,149,643 △21.3

合計 10,749,251 +6.3

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日

  至　平成19年３月31日)   至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

松下プラズマディスプレイ㈱ 5,253,715 52.0 8,138,951 75.7

ＫＩＳＣＯ㈱ 2,452,756 24.3 706,253 6.6

　　（注）ＫＩＳＣＯ㈱は、平成19年10月１日をもって岸本産業㈱から社名変更しております。

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの主要顧客が属するFPD(フラットパネルディスプレイ)、ICカードほか電子部品組立業界に

おいては、景気の影響は受けるものの中期的には、持続的な成長が予想されております。しかしながら、業界

内の競争は引き続き厳しい状況下にあり、更なる安定的な収益基盤の構築を目指し、以下の課題への対応に

努めてまいります。

　

①　コストダウンの推進

当社グループの主要取引先の一つであるフラットパネルディスプレイ業界は、パネルの大型化に向け

た投資を相次いで発表しており、当該業界向けの需要は堅調に推移すると思われます。ただし、当社グ

ループの顧客であるFPD製造メーカーは、競合他社との競争によりパネル単価の値下げ幅が拡大するなど

に伴い、FPD製造メーカーにおける実装装置に対するコストパフォーマンス向上に対する要請が引き続き

強くなっていくと考えられます。 

　この状況下、当社グループは、設計の標準化、ユニット化など、実装装置製造の上流工程でのコストダウ

ン対策は勿論、工場での完成度を高めることによる据付・立上げコストの低減化など、きめ細かいコスト

削減策を推進しております。また、装置の完全自動化、機種・品種切替時の容易性、稼働率の向上やフレキ

シブルなライン構成などを提案し、顧客のコスト競争力の向上に努めることで、当社グループの実装装置

の総合的な付加価値を高めていきたいと考えております。 

　

②　新製品・新事業の開発

当社グループのコア・コンピタンスは、ファインピッチ実装技術であり、それは接合技術、計測・アラ

イメント技術及びシステム化技術などが高度に結合した技術であります。当社グループはFPD関連装置分

野で蓄積してきた技術・ノウハウ並びに顧客との信頼関係を土台に、PDP、LCD、FED、有機ELなど、様々な方

式のFPD向けに実装装置を供給することで、FPD関連装置事業を強化してまいります。 

　また、FPDにおいて培った技術力をもとに、製品化初期の段階から顧客と連携し装置開発を進めること

で、ICカード、ICタグ製品を含む半導体関連装置他の分野を、当社グループの優位性を発揮できる収益性

のある新事業として展開していく計画であります。このためには、ファインピッチ化、薄型化の進む半導

体製品に対応するため、高速・高精度で、かつ、超音波接合等の低温接合技術や超低荷重接合技術を盛り

込んだチップの直接接合装置（フリップチップボンダー）の開発、提供に力を入れてまいります。 

　当社グループは、以上の施策を推進することで顧客数の増加、製品ラインナップの拡充を図り、更なる経

営の安定化を目指していきたいと考えております。そのためには、技術力の強化、すなわち優秀な技術者

の育成、確保が重要な課題となります。当社グループでは、若くてクリエイティブなエンジニアが必要で

あり、強化を図ってまいりました。今後の受注拡大、開発案件の増加に対処すべく、現在在籍している社員

の技術レベルの向上を図ることはもとより、継続して中途採用を含め高い技術力を有する技術者の新規

採用に力を入れてまいります。

　

③　財務体質の強化とキャッシュ・フローの改善

当社グループは製造・組立のための大型の機械設備投資を必要とせず、経営資源は主に技術力の向上、

設計力の強化に投入している結果、固定費比率を比較的低く維持できているものと考えております。更に

コスト低減を推進し、製品の競争力向上をもとにした財務体質の強化を図っていきます。 

　液晶ディスプレイやプラズマディスプレイなどのFPD関連装置では、大型一括ライン受注が増加してお

り、据付・立上げを含めた製造期間が長くなります。このため、売上債権の回収までに長期間を要する場

合があり、これにより運転資金等の資金繰りが厳しくなることとなります。これに対応するため、製品を
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構成するユニットの標準化等を推進し、工期短縮によりキャッシュ・フローの改善を進めてまいります。

また、安定的な資金の調達ができるよう、シンジケーション方式によるコミットメントライン（リボルビ

ング・クレジット・ファシリティ契約）を設定・導入しております。

　

④　受注拡大の推進

当社グループ製品が利用されるFPD業界では、新方式の製品の出現など変革、進展が常となっており、情

報のキャッチアップと、それに基づく先進的な技術開発による対応が求められております。当社グループ

の営業における特徴は、顧客の要望に沿った技術提案を行うなど、きめ細かな顧客対応を心がけている点

にあり、カスタマイズ製品の受注・販売をするうえで形成されたものであります。今後は更に営業要員の

増強及び社員教育により、組織力の発揮できる体制を構築し強化を図ってまいります。 

　また今後とも、更にサポート体制を強化して、顧客との信頼関係を強固にしていきます。 

　

⑤　グローバル化への対処

当社グループの海外売上高は、中国市場を中心に、当連結会計年度には全売上の10.5％となっておりま

す。今後も拡大が予想される海外市場に対する販売面、サービス面での強化を進めております。

　

⑥　内部統制の整備の推進

事業活動の目的の達成のため、業務の有効性及び効率性を高め、財務報告の信頼性を確保し、事業活動

に係る法令その他の規範の遵守を促進し、資産の保全を図るため、内部統制の整備を更に推進してまいり

ます。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループが製品を提供しているFPD(フラットパネルディスプレイ)業界やICカードやICタグなどの

半導体業界は、技術革新、競争が非常に激しく、将来の事業環境を予測するのは困難であります。上記事業戦

略とも関連し、当社グループが認識している、現在及び将来の業績や財務状況等に影響を及ぼす可能性のあ

るリスク要因を、以下に記載いたします。

なお、本項中の記載内容については、当連結会計年度末現在において、当社が判断したものであります。

　

(1) 事業環境について

①　市場環境の変化による、失注、受注取消しの可能性

当社グループの関連するFPD業界は、液晶ディスプレイ市場のクリスタルサイクルに代表されるよう

に、需要と供給のバランスに依存した市場規模の拡大・縮小の現象も存在するため、それらに対する対

応が必要になることも予想されます。

また、大型薄型テレビ向けに現在製品化されている液晶ディスプレイやプラズマディスプレイパネ

ルに加えて、電界放出型ディスプレイ、有機EL等、新しい技術、方式による製品の新規参入も計画されて

おります。当社は、このいずれの方式にも対応できますが、多様な製品が登場することで競争が激化し、

顧客企業の優勝劣敗が進んだ場合は、失注や受注取消等により当社グループの経営成績は影響を受け

る可能性があります。

　

②　カントリーリスク等、海外市場環境の影響

当社グループの海外向け販売は、原則邦貨建て取引としており、為替レートの変動による直接的な影

響を受けにくい体質となっております。しかし、急激な為替変動や政治的緊張等により、現在当社グ

ループの主要な輸出先である中国、台湾等の経済状況が変化した場合は、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

　

③　金融市場、資材価格変動等による影響

当社グループの製品受注は、FPDパネル製造のモジュール工程を一括ライン受注するなど、大型とな

る傾向にあります。このため、納期の長期化、仕掛り在庫の増加に伴う資金調達が課題であり、金利が上

昇した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、原油や素材等の価格高騰が続いた場合は、当社グループの製品を構成する主要部品の価格上昇

や、調達遅延が生じる可能性があります。このような場合、当社グループの製品原価の上昇や納期遅延

につながり、当社グループの業務推進や業績に影響を及ぼす可能性があります。
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④　特定顧客への売上の依存

当社グループの事業はFPD関連装置の中でも、とりわけ大型薄型テレビ向けの実装装置が主力となっ

ており、特定の顧客に対する売上の依存が高くなっております。現在、これらの顧客との関係は円満な

状況にあり、当社グループは今後も安定的な取引関係の維持・継続に努めていく方針であります。しか

しながら、今後これらの顧客企業の経営戦略や事業方針の転換で、契約が解約された場合や、契約条件

が変更された場合などには、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(2) 新製品開発、事業の拡大について

①　新規分野への展開

現在の当社グループ製品の中核はFPD関連装置でありますが、事業の拡大のためICカード、ICタグを

含む半導体分野など、新規分野の製品を育成しております。このためには研究開発力や技術力の向上が

必要となりますが、一方では、新規分野の顧客が何を望んでいるかの情報の収集も重要であります。当

社グループの強みの一つは、顧客の要望を具現化するカスタマイズ製品を提供できる点にあると考え

ており、これにより顧客情報を収集するノウハウを蓄積してまいりました。しかし、今後の新規分野に

おいては、的確かつ競争力のある製品を、タイムリーに上市できる保証はなく、魅力のある製品を創出

できない場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

②　技術力の向上、技術者の確保

当社グループが提供する実装装置は、技術革新の激しいデジタル製品の製造工程で使用されている

ため、技術力の向上が重要となります。当社グループは機械・電気の設計技術力が最も重要な会社資産

と考え、技術者を当社グループ従業員中心にまかなってまいりました。今後も、現在在籍している技術

者の技術力向上は勿論、高い能力を有する技術者の新規採用も重要な課題として取り組んでまいりま

す。

しかし、優秀な技術者を十分かつ適時に確保ができなかった場合、及び社内の有能な技術者が流出し

てしまった場合には、今後の事業展開に制約を受けることとなり、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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③　生産体制の整備

当社グループの製造・組立部門では、外注委託業者からの人員を受け入れることで生産のアップダ

ウンに対応し、固定費の削減を図っております。当社グループが取り扱う製品の多くがカスタマイズ製

品であるため定型的な作業とはならず、また、組立後の調整まで担当するため、装置全体の仕組みを理

解するスキルが求められます。現在は、外注委託業者からスキルのある人員を受入れ、技術指導の強化

によるスキルの維持・向上を図っておりますが、今後は正社員比率の見直しも必要と考えております。

このように、製造・組立のスキルあるエンジニアの確保が必要かつ十分に確保できない場合は、業務遂

行に支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

④　製品品質、納期

当社グループは一部の標準製品を除き、顧客の仕様に沿う形でカスタマイズ製品を提供しておりま

す。当社はISO9001の認証取得を通じ、品質保証体制の充実を図ってまいりましたが、当社グループの製

品は顧客仕様に基づくカスタマイズ製品であり、高い精度が要求されるため、予期せぬ不具合や設計変

更等により、納期の遅延や手直し等が伴うことがあります。このような場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 人材の確保について

当社グループの今後の事業の拡大に備え、業務効率向上による適正な人員配置を行いつつも、採用活動

の強化により人員増強を推し進める必要があります。しかし、人員増強が順調に進まない場合や、特定の

役職員の社外流出などがあった場合などには、業務運営に支障が生じ、当社グループの事業及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 財政状態について

①　製品の長納期化

当社グループの事業はカスタマイズ製品の製造・販売であり、顧客の要望を具現化するための設計

に時間を要します。さらに、FPDパネル製造のモジュール工程を一括ライン受注することも多く、設計・

製造から据付・立上げまでの期間が長くなる傾向にあります。平均的には受注から納入まで４～５か

月でありますが、これを大きく超える場合もあります。

受注から売上債権の回収までが長期化する一方で、仕入債務の支払は調達の都度発生するため、運転

資金の確保が重要な課題であります。このため、大型物件の契約条件によっては、当社グループの

キャッシュ・フロー、財務状態に影響を及ぼす可能性があります。
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②　財政状況

当社グループの平成20年３月期の自己資本比率は58.6％、借入金依存率は5.7％となっております。

製品の長納期化等により運転資金を借入れることが必要であり、金利動向等金融情勢が変化した場合、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、これに対処するためコミットメントライン契約を締結しておりますが、経営上の重要な契約等

に記載するような制限条項が付されており、当社グループの財政状態によっては資金需要に対応でき

なくなる可能性があります。

　

(5) その他のリスク

当社グループの本社及びテクニカルセンター・工場は、埼玉県入間市に集中所在しております。この地

域において当社の想定を超える地震等の自然災害が発生し、工場の生産能力が減少若しくはなくなった

場合には、当社グループの事業の推進に直接影響を及ぼす可能性があります。その他、世界及び各地域に

おける経済環境、自然災害、戦争、テロ、感染症等の不可抗力、金融・株式市場、仕入先の供給体制等によっ

て、事業の推進及び業績に影響が生じる可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 当社グループ製品の海外販売特約店契約

　

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

ＫＩＳＣＯ㈱ 日本 FPD関連装置

特約店契約
ＫＩＳＣＯ㈱が国内取引にて当社
製品を購入し、同社の取引地域(中
国、台湾)にて販売いたします。ま
た、納入製品のアフターフォロー
(メンテナンス、保守部品等)にあ
たることに合意しております。

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで
以後１年毎自動更新

　

(2) 特定融資枠契約

当社グループは、運転資金の安定的・効率的な調達を行うため、取引銀行３行と総額3,000,000千円の

特定融資枠契約(シンジケーション方式によるコミットメントライン)を締結しております。

　

締結年月日 契約の名称 相手先 契約の概要 借入未実行残高

平成19年
２月21日

リボルビング・ク
レジット・ファシ
リティ契約(シン
ジケーション方式
によるコミットメ
ントライン)

㈱三菱東京UFJ
銀行
㈱三井住友銀行
㈱武蔵野銀行

㈱三菱東京UFJ銀行をエージェン
トとする貸付金融機関３行との借
入総額3,000,000千円のシンジ
ケーション方式の借入契約(コ
ミットメント期間は、締結年月日
から３年間)

2,300,000千円
(平成20年３月31日現在)

　　本契約には次のとおり財務制限条項が付されており、当該制限条項に定める事由が発生した場合には、期限の利

益を喪失することとなります。

①　各年度の決算期末日の単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、その直前の決算期末日又は

平成18年９月に終了する中間期の末日における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上にそれぞれ

維持することを確約しております。

②　各年度の決算期にかかる単体及び連結の損益計算書上の経常損益に関して、経常損失を計上しないことを確

約しております。
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６ 【研究開発活動】

当社グループはFPDのモジュール実装工程で利用される、ACF(異方性導電フィルム)貼付装置、熱圧着装置

を中心とした実装装置を、顧客であるFPD製造メーカーに提供しております。この分野では、搭載スピードの

高速化や搭載位置精度の向上が求められております。また、ICカード、ICタグを含む半導体関連の分野では、

上記の要求に加え、0.4mm角程度の小チップの搭載となるため、低推力での加圧制御が重要となります。

このため、当社グループの研究開発活動は、このような性能向上の要求を自社開発で実現し、開発された

要素技術を当社製品に搭載する応用開発が主となっております。

当連結会計年度においては、以下に示す画像処理の高精度化、高速化や超低荷重加圧技術の研究開発を実

施し、当社グループの製品に適用展開を図りました。

　

［FPD関連装置分野］

当社グループが開発、製造及び販売する実装装置は、より高精度の搭載精度が要求されます。このため、機

械的精度の向上に加えて、重要となる画像処理の高精度化や認識率の向上が必要となります。

また、実装装置にはスループットの向上やタクトタイムの短縮等、高速化も要求されます。

このため、以下の研究開発に重点を置いて推進しております。

①　画像処理高精度化と検査装置への展開

・高精度パターン認識技術の開発とACF粒子計測装置への適用

②　画像処理の高速化

・静止状態でのカメラ認識マーク撮像方式から移動体認識方式への採用による高速化

・高速通信制御のための高速化プロトコル開発による通信速度の高速化

当連結会計年度においては、上記の開発技術をまず当社のFCB(フリップチップボンダー)装置に適用い

たしました。今後、順次COG(チップオンガラス)実装装置などに展開を図る予定であります。

［半導体関連装置分野］

低推力での加圧に必要とされるトルク制御の高精度化や、実装速度の高速化がますます必要となってお

り、以下の研究開発を推進しております。

・高速サーボ制御回路及び高速サーボソフト開発による高速化

・トルク計測値の量子化精度、分解能の向上及び新圧着ヘッド構造を開発しての摺動抵抗低減による、

低推力の加圧制御。超低圧加圧制御により4g±0.4gを実現

・VCM(ボイスコイルモータ)を使用し、極薄のウェハーを高速に低ストレスでピックアップするVCMフ

リップチップ技術の開発

・光学系、画像処理、位置決め制御開発による±2μm(3σ)の実装精度実現

　

これらの技術開発は、各種装置を具現化するための要素技術開発であり、個別オーダー対応で発生するカ

スタム開発に係る費用であることが多く、その場合には製造原価として処理しております。ただし、製造原

価のうちの研究開発部分を特定することは困難であるため、研究開発費を区分集計しておりません。一方、

個別オーダーに対応しない研究開発費は一般管理費に集計しており、当連結会計年度の計上額は１千３百

万円であります。

　なお、連結子会社は生産子会社であり、特にテーマを掲げた研究開発活動は行っておりません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態について

当社グループ事業の財政状態に関する特徴は次のとおりであります。

・当社グループの事業はカスタマイズ製品の受注生産であり、製品在庫を保有しておりませ

　　ん。設計・製造から据付調整までの期間は平均的には４～５か月でありますが、これを大

　　きく超える場合もあります。生産に要する資材等は受注した物件ごとに手配・調達・生産

　　に投入しております。また、仕入債務は当社所定の条件によって支払っております。した

　　がって、仕掛品残高・仕入債務残高は物件の納期・生産スケジュールによって大きく増減

　　します。

・当社の売上債権残高は、物件の引渡時期と回収条件に大きく左右されます。大型物件の場

　　合には着工から売上代金の回収までに１年を超えることもあり、多額の運転資金が必要と

　　なります。

当連結会計年度の売上高は107億４千９百万円で前年度比6.3％増となりましたが、回収条件の変更

もあり、当連結会計年度末の売上債権残高は49億３千５百万円となり、前年度末比37億５千８百万円増

加しております。

一方、仕入債務は前年度末比９億５千万円減少しております。

これらの結果、現金及び預金は前年度末比31億６千万円減少するとともに、コミットメントライン契

約に基づく短期借入金７億円を実行し、運転資金に充当しております。また、総資産は前年度末に比べ

11億１千万円増加の122億６千５百万円に、負債は前年度末比５千６百万円増加の50億７千６百万円

に、純資産は前年度末比10億５千４百万円増の71億８千８百万円となり、自己資本比率は55.0％から

58.6％へと増加しております。

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は107億４千９百万円(前年度比6.3％増)と、前年度実績を上回る売上を計

上することができました。

これを製品別にみますと、薄型テレビ向けの大型FPD(フラットパネルディスプレイ)や小型FPDの売

上増により、FPD関連装置では95億９千９百万円(前年度比11.0％増)と前年度を上回る結果となりまし

た。

また、半導体関連装置他では、ＩＣカード関連の他にカメラ用撮像素子モジュール関連の売上などが

ありましたが11億４千９百万円(前年度比21.3％減)にとどまりました。

利益面におきましては、当社グループは設備投資等の固定費負担が少ない体質にあると考えており、

設計標準化等徹底したコスト削減に取り組み、当連結会計年度においては、原価率の圧縮に努めまし

た。

その結果、利益の計上は前年度実績を上回り、会社設立以来最高の実績をあげることができました。

すなわち、営業利益は21億７千６百万円(前年度比15.3％増)、経常利益は21億８千１百万円(前年度比

20.0％増)、当期純利益は12億９百万円(前年度比15.3％増)となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの事業は、製造・組立のための大型の機械設備を必要としないため、設備投資は組立スペー

スを確保するための工場建設が中心となっております。

  当連結会計年度の設備投資は４億３千６百万円であり、主として当社第三工場の増設工事であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

主要な事業
の内容

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

テクニカル
センター
(埼玉県入間市)

機械装置の

製造及び販売

本社機能

営業機能

生産設備

1,092,31737,76614,930
915,195
(9,427)

2,060,210150

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　上記のほか、主要なリース・賃借設備として、以下のものがあります。

　
事業所名
(所在地)

設備の内容 リース期間
年間リース・
賃借料(千円)

リース契約残高
(千円)

テクニカルセンター
(埼玉県入間市)

CADシステム等 ５年 4,892 15,648

車両運搬具 ３年又は５年 4,720 6,078

東京営業部
(東京都品川区)

営業事務所 ― 3,240 ―

　

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

主要な
事業の
内容

設備の
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

㈱オー・
イー・
シー金沢

本社・工場
(石川県
白山市)

FPD関連装置
等の加工・
組立

生産
設備

58,3353,295 2,299
98,729
(4,458)

162,65955

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

　

(3) 在外子会社

該当事項はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特に記載すべき事項はありません。

　

　

(2) 重要な設備の除却等

特に記載すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 151,200

計 151,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,673 51,673
ジャスダック
証券取引所

―

計 51,673 51,673 ― ―

(注)　株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年10月28日
(注１)

1,800 3,780 180,000279,000180,000192,500

平成18年３月３日
(注２)

250 4,030 37,500 316,500 37,500 230,000

平成18年８月15日
(注３)

330 4,360 16,500 333,000 16,500 246,500

平成18年８月26日
(注４)

39,240 43,600 ― 333,000 ― 246,500

平成18年11月19日
(注５)

7,500 51,1001,255,5001,588,5001,255,5001,502,000

平成18年12月19日
(注６)

573 51,673 95,9201,684,42095,9201,597,920

(注) １　有償第三者割当　割当先　大崎電気工業㈱　他37名　発行価格　200,000円　　資本組入額　100,000円

２　有償第三者割当　割当先　小野茂昭氏、㈱三菱東京UFJ銀行、㈱三井住友銀行、㈱武蔵野銀行、

　　　　　　　　　　　　　　野村證券㈱　　　他６名　発行価格　300,000円　　資本組入額　150,000円

３　新株引受権の権利行使

　　第１回無担保新株引受権付社債新株引受権

　　　行使者　遠藤健二氏　他役員３名及び従業員７名　発行価額　100,000円　　資本組入額　 50,000円

　　第２回無担保新株引受権付社債新株引受権

　　　行使者　松川俊英氏　他役員２名　　　　　　　　発行価額　100,000円　　資本組入額　 50,000円

４　株式分割　普通株式１株を10株に分割

５　有償一般募集(ブックビルディング方式)

　　　発行価格　360,000円　　引受価額　334,800円　　資本組入額　167,400円

６　有償第三者割当増資（オーバーアロットメント)

　　　発行価格　360,000円　　引受価額　334,800円　　資本組入額　167,400円

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 9 17 32 20 1 2,1032,182 ―

所有株式数
(株)

― 1,731 752 28,9082,505 2 17,77551,673 ―

所有株式数
の割合(％)

― 3.35 1.46 55.94 4.85 0.00 34.40100.00 ―
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大崎電気工業株式会社 東京都品川区東五反田二丁目２番７号 27,940 54.07

遠藤　健二 埼玉県入間市 1,750 3.38

渡邊　佳英 東京都港区 1,450 2.80

岩堀　弘佳 東京都品川区 1,010 1.95

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク３８００５５
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

東京都中央区日本橋兜町６番７号 818 1.58

土屋　敏雄 埼玉県比企郡吉見町 810 1.56

松川　俊英 石川県金沢市 800 1.54

諸藤　好寿 東京都日野市 760 1.47

エイチエスビーシーファンド
サービシィズスパークスアセッ
トマネジメントコーポレイテッ
ド
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店)

東京都中央区日本橋３丁目１１番１号 656 1.26

大崎エンジニアリング従業員持
株会

埼玉県入間市狭山ケ原３２６番地 523 1.01

計 ― 36,517 70.66

(注)　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 51,673　 51,673 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 51,673 ― ―

総株主の議決権 ― 51,673 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】

　

該当事項はありません。

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社は、経営体質の強化と今後の事業展開を踏まえた内部留保等を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な

配当を行うことを基本方針としております。

当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の

年２回可能ですが、内部留保を考慮し、現時点では期末配当の年１回としております。

中間配当については取締役会が、期末配当については株主総会が決定機関であります。

当事業年度の剰余金の配当は、上記の方針に基づき、期末配当として１株につき前年度に比べ500円増額

し、普通配当3,500円としております。

また、内部留保については、経営体質の強化及び設備投資等、将来の事業展開に備えることとしておりま

す。

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成20年６月25日
定時株主総会

180,855 3,500
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) ― ― ― 727,000 571,000

最低(円) ― ― ― 325,000 152,000

(注) １ 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 ２ 当社株式は、平成18年11月20日からジャスダック証券取引所に上場されております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 364,000 308,000 240,000 197,000 198,000 220,000

最低(円) 224,000 216,000 181,000 152,000 164,000 166,000

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役名誉
会長

渡　邊　佳　英 昭和23年７月31日生

昭和52年１月 ㈱野村総合研究所入社

(注)1 1,450

昭和55年７月 大崎電気工業㈱入社取締役

昭和59年７月 大崎電気工業㈱常務取締役営業本

部長

昭和61年１月 大崎電気工業㈱常務取締役システ

ム・機器事業部長兼新製品開発室

長

昭和61年７月 大崎電気工業㈱専務取締役システ

ム・機器事業部長兼新製品開発室

長

昭和62年６月 大崎電気工業㈱代表取締役副社長

昭和63年11月 大崎電気工業㈱代表取締役社長

(現任)

平成２年４月 当社代表取締役社長

平成10年４月 当社代表取締役会長

平成17年６月 当社取締役会長

平成19年６月 当社取締役名誉会長(現任)

代表取締役
社長

夛　田　治　夫 昭和28年３月30日生

昭和52年９月 松下電器産業㈱入社

(注)1 32

平成13年４月 松下電器産業㈱液晶事業部生産技

術グループグループマネージャー

平成14年４月 東芝松下ディスプレイテクノロ

ジー㈱石川工場工場長

平成15年４月 東芝松下ディスプレイテクノロ

ジー㈱生産技術センターセンター

長

平成18年７月 当社入社常務取締役技術開発統括

本部長

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任)

専務取締役 営業本部長 岩　堀　弘　佳 昭和27年２月13日生

昭和51年４月 カシオ計算機㈱入社

(注)1 1,010

平成２年８月 当社入社

平成４年６月 当社取締役営業本部長

平成10年６月 ㈱オー・イー・シー金沢監査役

平成12年４月 当社取締役総務本部長兼営業本部

長

平成12年５月 当社常務取締役総務本部長兼営業

本部長

平成13年６月 当社常務取締役営業本部長

平成19年６月 当社専務取締役営業本部長

(現任)

専務取締役
品質管理
本部長

松　川　俊　英 昭和28年９月６日生

平成２年３月 ㈱マックス代表取締役

(現㈱オー・イー・シー金沢)

(注)1 800

平成10年４月 当社入社常務取締役営業本部統括

本部長兼生産技術本部統括本部長

平成11年４月 当社常務取締役品質管理本部長

平成13年11月 当社常務取締役総務本部長兼品質

管理本部長

平成15年11月 当社常務取締役品質管理本部長

平成17年５月 当社常務取締役品質管理本部長兼

業務監査室長

平成19年５月 ㈱オー・イー・シー金沢代表取締

役社長(現任)

平成19年６月 当社専務取締役品質管理本部長

(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

常務取締役
事業管理
本部長

小　野　茂　昭 昭和24年11月３日生

昭和49年４月 三菱電機㈱入社

(注)1 300

平成14年４月 三菱電機㈱名古屋製作所サーボ・

ロボットシステム部長

平成17年２月 当社社長付(三菱電機㈱から出向)

平成17年５月 当社社長付事業管理本部長兼総務

・人事部長(三菱電機㈱から出向)

平成17年６月 当社入社常務取締役事業管理本部

長兼総務・人事部長

平成19年６月 当社常務取締役事業管理本部長

(現任)

取締役
第４技術
本部長

土　屋　敏　雄 昭和25年12月７日生

昭和50年４月 カシオ計算機㈱入社

(注)1 810

平成３年３月 当社入社

平成４年６月 当社取締役センター長

平成５年２月 当社取締役生産本部長

平成10年６月 ㈱オー・イー・シー金沢取締役

平成13年６月 当社取締役第２技術本部長

平成19年６月 当社取締役第４技術本部長

(現任)

取締役
第１技術
本部長

諸　藤　好　寿 昭和29年２月９日生

昭和51年４月 カシオ計算機㈱入社

(注)1 760

平成２年８月 当社入社

平成８年６月 当社取締役技師長

平成10年６月 ㈱オー・イー・シー金沢取締役

平成13年６月 当社取締役第１技術本部長

(現任)

取締役 生産本部長 風　間　　　進 昭和24年11月22日生

昭和47年４月 日本電気㈱入社

(注)1 300

平成９年７月 日本電気㈱制御システム事業本部

レーザ・メカトロ事業部応用技術

部長

平成11年４月 当社技術顧問兼生産本部資材管理

部長(日本電気㈱から出向)

平成12年４月 当社生産本部長兼製造部長兼資材

管理部長(日本電気㈱から出向)

平成14年９月 当社入社生産本部長兼製造部長

平成17年６月 当社取締役生産本部長兼製造部長

平成18年６月 当社取締役生産本部長(現任)

平成19年５月 ㈱オー・イー・シー金沢取締役

(現任)

取締役 渡　邊　光　康 昭和30年５月２日生

昭和58年８月 ㈱野村総合研究所入社

(注)1 200

昭和61年８月 大崎電気工業㈱入社

昭和63年６月 大崎電気工業㈱取締役埼玉工場長

平成２年４月 当社取締役(現任)

平成２年６月

 

大崎電気工業㈱取締役電力事業部

副事業部長兼埼玉工場長

平成２年10月

 

OSAKI METER SALES, INC. 代表取

締役会長

平成４年６月

 

大崎電気工業㈱取締役システム・

機器事業部長兼技術開発本部副本

部長

平成５年３月

 

北海道大崎電気㈱代表取締役

(現任)

平成６年６月

 

大崎電気工業㈱常務取締役技術開

発本部長

平成12年５月

 

大崎電気システムズ㈱代表取締役

会長(現任)

平成16年６月 大崎電気工業㈱専務取締役(現任)

　

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

有価証券報告書

31/96



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

常勤監査役 馬　渕　　　孝 昭和16年９月７日生

昭和35年８月 大商証券㈱入社

(注)2 ―

平成８年２月 新日本証券㈱商品管理部長

平成10年５月

 

新日本証券ビジネスサービス㈱取

締役総務・企画部長

平成12年６月

 

新光証券ビジネスサービス㈱常務

取締役

平成17年６月 当社入社常勤監査役(現任)

監査役 大　林　茂　樹 昭和41年８月17日生

平成元年４月 ㈱東海銀行入行

(注)3 ―

平成４年９月 原勘助税理士事務所入所

平成11年７月 大林茂樹税理士事務所開設(現在

に至る。)

平成17年８月 ㈱アイズ・オブ・マインド監査役

(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 高　田　信　久 昭和11年９月４日生

昭和34年４月 松下電器産業㈱入社

(注)4 ―

昭和53年３月 若狭松下電器㈱常務取締役(松下

電器産業㈱から出向)

昭和62年10月 松下電子部品㈱営業本部関西営業

部長(松下電器産業㈱から出向)

昭和63年10月 松下電器産業㈱国際営業本部神奈

川インダストリー営業所長

平成14年１月 当社入社営業本部顧問

平成19年６月 当社監査役(現任)

計 5,662

(注)１ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

　　　までであります。

    ２ 常勤監査役馬渕孝の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総

　　　会終結の時までであります。

    ３ 監査役大林茂樹の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会

　　　終結の時までであります。

　　４ 監査役高田信久の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

　　　終結の時までであります。これは、定款第31条第２項の定めにより前任者の残余期間によるものであります。

    ５ 常勤監査役馬渕孝及び監査役大林茂樹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

    ６ 取締役名誉会長渡邊佳英と取締役渡邊光康は、兄弟であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主、取引先、従業員、地域社会など、あらゆるステークホルダーから「価値のある企業」とし

て認められるためには、企業としての社会的責任を果たし、継続的に企業価値を高めていくことが重要で

あると認識しております。そのために、経営上の組織体制の整備や経営に対する監視機能を強化すること

で、経営の透明性を高めるとともに、経営責任の明確化と意思決定の迅速化、そして競争力の強化に努め

てまいります。

　

(2) 会社の機関の内容

①　会社の機関の基本説明

会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関する経営管理組織、その他コーポレート・ガバナンス体

制の状況について、当社は経営環境の激しい変化に対応するため、また、経営の透明性を実現するため

に以下の体制・組織を構築しております。
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②　取締役会

当社は会社の機関として取締役会を設置しております。

取締役会は、取締役９名(うち親会社からの非常勤取締役２名)で組織され、経営の方針、法令で定め

られた事項及びその他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位

置付け、これらの審議のため、原則として毎月１回開催しております。非常勤取締役は、会社の重要な意

思決定に際し、多角的な立場から適切な助言をもって経営に参画しております。

③　監査役会

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で組織されており

ます。また、監査役会は常勤監査役１名を選定しております。

監査役会は、原則として月１回以上開催し、取締役の職務の執行に係る事項について監査を行い、又

は、監査役の職務の執行に関する事項の審議を行っております。その他、監査役は定時、臨時取締役会及

び経営会議等当社の重要会議に出席し、取締役の職務執行に対する具体的な意見を具申しております。

④　経営会議

当社は、社長の諮問機関として、取締役、監査役及び各部門長で構成される経営会議を、原則として毎

月１回開催しております。経営会議では、組織的運営の観点から、取締役会での経営基本方針に関する

執行方針の確立及び業務執行の全般を統制し、迅速な業務執行を図っております。

⑤　内部統制委員会

当社は、リスク・コンプライアンス委員会とＪ－ＳＯＸ対応内部統制委員会とで構成される内部統

制委員会を設置し、コンプライアンス管理、リスク管理体制の整備を行い、全役職員に対し法令・定款、

社内規定及び社会的規範等の遵守の周知徹底を図るとともに、財務報告の信頼性を確保し、資産の保全

を図るため、内部統制の管理体制を整備し、推進しております。

　

(3)　社外取締役及び社外監査役の状況

①　社外取締役

当社は社外取締役を選任しておりません。

②　社外監査役

監査役は３名選任されており、うち２名が会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。社外

監査役は、馬渕孝、大林茂樹の２氏でありますが、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の

利害関係はありません。

　

(4)　内部統制システムの整備状況

当社は、内部統制システムの構築に関する基本方針について取締役会において決議し、業務の有効性と

効率性、法令遵守、財産の保全、財務の信頼性を確保し、企業価値の向上を図るべく整備を行っておりま

す。

　また、社長直轄の独立した業務監査室が、内部監査規程に基づき当社の全部門の業務遂行状況について

内部監査を行っております。併せて、監査役会や会計監査人と適宜連携することで助言を受け、内部監査

の効率的な実施を図っております。
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(5) リスク管理体制の整備の状況

当社を取り巻く多様なリスクを正確に把握し、合理的、経済的に管理し対処していくためにリスク管理

が機能する仕組みとして、リスク・コンプライアンス委員会を設置しております。目的の達成に係るリス

クを低減させ、不祥事の予防・早期発見のためにリスクの洗出しを始めとしたリスク管理体制の整備を

図っております。

　

(6) 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行する公認会計士の氏名並びに監査法人名

業務執行社員　公認会計士　松　木　良　幸(監査法人　原会計事務所)

業務執行社員　公認会計士　六本木　浩　嗣(監査法人　原会計事務所)

会計監査業務に係る補助者の構成

会計士補等　　３名

継続監査年数については７年以下であるため、記載を省略しております。

　

(7) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。

　

支給人員(名) 支給額(千円)

取　締　役  8 158,280

監　査　役
（うち社外監査役）

3
(2)

19,695
(14,505)

合　　計 11 177,975

　　(注) １ 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する

      報酬は含まれておりません。

２ 取締役の報酬等の額には、当事業年度の取締役賞与引当金21,000千円が含ま

 れております。

３ 上記報酬等の額には、当事業年度に計上された役員退職慰労引当金の当期増

 加額（取締役19,230千円、監査役1,005千円［うち社外1,005千円］）が含まれ

 ております。

　

(8) 監査報酬の内容

監査法人原会計事務所への公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬は、12,000千円であり、それ以外の報酬はありません。
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(9) 当社定款における定めの概要

・取締役の員数を10名以内と定めるほか、株主総会における取締役の選任決議について、議決

　権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過

　半数をもって行い、累積投票によらないものと定めております。

　・自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165

　条第２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができ

　る旨を定めております。

　・会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定足数を緩和することによ

　り株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、議決権を行使することができる株主の議決権

　の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定めており

　ます。

  ・中間配当について、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、

　毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また、当連結会計年度(平成19年

４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人

原会計事務所により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,693,251 532,640

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 1,177,224 4,935,932

　３　たな卸資産 4,164,792 4,224,190

　４　繰延税金資産 82,299 216,095

　５　その他 19,410 11,146

　６　貸倒引当金 △9,040 △39,688

　　　　　流動資産合計 9,127,93681.8 9,880,31880.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 1,355,439 1,744,913

　　　　　減価償却累計額 △536,418819,020 △594,2601,150,652

　　(2) 機械装置及び運搬具 102,339 144,184

　　　　　減価償却累計額 △89,597 12,742 △103,12241,062

　　(3) 土地 1,013,925 1,013,925

　　(4) 建設仮勘定 16,137 ─

　　(5) その他 53,075 66,773

　　　　　減価償却累計額 △41,645 11,429 △49,543 17,229

　　　　　有形固定資産合計 1,873,25616.8 2,222,86918.1

　２　無形固定資産 6,0290.1 13,6610.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 9,624 10,362

　　(2) 繰延税金資産 84,568 91,520

　　(3) その他 53,123 46,420

　　　　　投資その他の
　　　　　資産合計

147,3161.3 148,3021.2

　　　　　固定資産合計 2,026,60118.2 2,384,83319.4

　　　　　　資産合計 11,154,537100.0 12,265,152100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※２ 4,051,035 3,100,996

　２　短期借入金 ― 700,000

　３　未払法人税等 378,085 631,796

　４　未払消費税等 149,368 43,994

　５　前受金 5,554 90,915

　６　賞与引当金 71,152 65,576

　７　役員賞与引当金 26,800 21,300

　８　製品保証引当金 ─ 128,991

　９　その他 183,222 117,763

　　　　　流動負債合計 4,865,21843.6 4,901,33340.0

Ⅱ　固定負債

　　　役員退職慰労引当金 155,010 175,245

　　　　　固定負債合計 155,0101.4 175,2451.4

　　　　　負債合計 5,020,22945.0 5,076,57941.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,684,42015.1 1,684,42013.7

　２　資本剰余金 1,597,92014.3 1,597,92013.1

　３　利益剰余金 2,851,43025.6 3,906,05831.8

　　　　　株主資本合計 6,133,77155.0 7,188,39858.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

537 0.0 174 0.0

　　　　　評価・換算差額等
　　　　　合計

537 0.0 174 0.0

　　　　　純資産合計 6,134,30855.0 7,188,57358.6

　　　　　負債純資産合計 11,154,537100.0 12,265,152100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 10,112,151100.0 10,749,251100.0

Ⅱ　売上原価 7,589,24575.1 7,853,03573.1

　　　売上総利益 2,522,90624.9 2,896,21526.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

635,4496.3 719,7916.7

　　　　営業利益 1,887,45618.7 2,176,42420.2

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 453 69

　２　受取配当金 144 161

　３　受取助成金 5,924 5,944

　４　外形標準事業税還付金 3,019 ─

　５　積立保険返戻金 ─ 7,272

　６　その他 9,016 18,5570.2 4,357 17,8050.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 20,741 5,525

　２　コミットメントライン
　　　費用

22,619 7,584

　３　株式交付費 19,140 ─

　４　公開関連費用 20,036 ─

　５　その他 6,037 88,5760.9 ─ 13,1100.1

　　　　経常利益 1,817,43718.0 2,181,11920.3

Ⅵ　特別利益

　　　貸倒引当金戻入益 7,319 7,3190.1 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※３ 158 4,456

　２　過年度製品保証
　　　引当金繰入額

─ 121,345

　３　その他 ─ 158 0.0 2,159 127,9611.2

　　　　税金等調整前当期
　　　　純利益

1,824,59818.0 2,053,15819.1

　　　　法人税、住民税
　　　　及び事業税

746,295 984,010

　　　　法人税等調整額 29,339775,6357.7 △140,499843,5117.8

　　　　当期純利益 1,048,96310.4 1,209,64611.3

　

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

有価証券報告書

40/96



③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 316,500 230,000 1,890,4172,436,917

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 1,367,9201,367,920 2,735,840

　剰余金の配当 △60,450 △60,450

　利益処分による役員賞与 △27,500 △27,500

　当期純利益 1,048,9631,048,963

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

1,367,9201,367,920 961,013 3,696,853

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,4201,597,9202,851,4306,133,771

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,211 2,211 2,439,129

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 2,735,840

　剰余金の配当 △60,450

　利益処分による役員賞与 △27,500

　当期純利益 1,048,963

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,674 △1,674 △1,674

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△1,674 △1,674 3,695,178

平成19年３月31日残高(千円) 537 537 6,134,308
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,4201,597,9202,851,4306,133,771

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △155,019 △155,019

　当期純利益 1,209,6461,209,646

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

─ ─ 1,054,6271,054,627

平成20年３月31日残高(千円) 1,684,4201,597,9203,906,0587,188,398

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 537 537 6,134,308

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △155,019

　当期純利益 1,209,646

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△363 △363 △363

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△363 △363 1,054,264

平成20年３月31日残高(千円) 174 174 7,188,573
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 1,824,598 2,053,158

　２　減価償却費 57,448 85,467

　３　貸倒引当金の増減額(△は減少) △7,319 30,647

　４　賞与引当金の増減額(△は減少) △8,947 △5,575

　５　役員賞与引当金の増減額(△は減少) 26,800 △5,500

　６　製品保証引当金の増減額(△は減少) ─ 128,991

　７　役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 17,325 20,235

　８　受取利息及び受取配当金 △597 △231

　９　支払利息 20,741 5,525

　10　株式交付費 19,140 ─

　11　固定資産除却損 158 4,456

　12　売上債権の増減額(△は増加) △49,869 △3,758,708

　13　たな卸資産の増減額(△は増加) △68,370 △59,397

　14　仕入債務の増減額(△は減少) 118,397 △950,038

　15　未払消費税等の増減額(△は減少) 245,630 △105,374

　16　前受金の増減額(△は減少) △1,445,783 85,360

　17　役員賞与の支払額 △27,500 ─

　18　その他 62,731 △54,059

　　　　小計 784,585 △2,525,044

　19　利息及び配当金の受取額 597 231

　20　利息の支払額 △20,255 △5,363

　21　法人税等の支払額 △935,018 △733,297

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △170,091 △3,263,473

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △21,134 △436,641

　２　無形固定資産の取得による支出 ― △10,527

　３　投資有価証券の取得による支出 △1,331 △1,349

　４　貸付金の回収による収入 598 309

　５　その他 △9,539 6,091

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △31,406 △442,117

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額(△は減少) △300,000 700,000

　２　長期借入金の返済による支出 △866,826 ─

　３　株式の発行による収入 2,716,699 ─

　４　配当金の支払額 △60,450 △155,019

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,489,423 544,981

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 1,287,925 △3,160,610

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,405,325 3,693,251

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 3,693,251 532,640
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　１社

　　連結子会社の名称　

　　㈱オー・イー・シー金沢

　　　当社の子会社は、㈱オー・イー・

シー金沢１社であり、非連結子会

社はありません。

(1) 連結子会社の数　　１社

　　同左

２　持分法の適用に関する事

項

　非連結子会社及び関連会社はありま

せん。

　　同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

　　同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　連結会計年度末の市場価格等に基

づく時価法によっております。

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。)

①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　同左

②　たな卸資産

　ａ　原材料

　　　移動平均法による原価法によって

おります。

②　たな卸資産

　ａ　原材料

　　　同左

　ｂ　仕掛品

　　　個別法による原価法によっており

ます。

　ｂ　仕掛品

　　　同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　　定率法によっております。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物付属設備は除く。)

については、定額法によっておりま

す。

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

①　有形固定資産

　　同左

②　無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

②　無形固定資産

　　同左

　

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

有価証券報告書

44/96



　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

③　長期前払費用

　　定額法によっております。

　　なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

③　長期前払費用

　　同左

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

　株式交付費は支出時に全額費用処理し
ております。

　　─

(4) 重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

　　同左

②　賞与引当金

　　従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。

②　賞与引当金

　　同左

③　役員賞与引当金

　　役員賞与の支給に充てるため、

  支給見込額に基づき計上しており

  ます。

③　役員賞与引当金

　　同左　

④　─ ④　製品保証引当金

　　製品のアフターサービス等に対す

　る費用の支出に備えるため、過去の

　支出実績に基づき将来の支出見込額

　を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　　同左　

(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　同左

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　　同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３か月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

　　同左
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(会計処理の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、6,134,308千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

       

       

(役員賞与に関する会計基準の適用)

　当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号)を適用しております。この結果、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、26,800千円減少しております。

　

(製品保証引当金の新設)

　従来、売上製品のアフターサービス等に関する費用につ

いては、支出時の費用として処理しておりましたが、当連

結会計年度から過去の支出実績を基準にして算出した見

積額を製品保証引当金として計上する方法に変更してお

ります。

　この変更は、過年度の実績データが整備され蓄積されて

きたことから、期間損益のより適切な把握と財政状態の

健全化を図るために実施したものであります。

　この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上総利益、営業利益及び経常利益は、それぞれ7,645

千円減少し、税金等調整前当期純利益は、128,991千円減

少しております。

       

(減価償却方法の変更)

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ5,689千円減少しております。

　

(表示方法の変更)

　
前連結会計年度 当連結会計年度

　　　　　　　 （自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日

    　　　　　   至　平成19年３月31日）     至　平成20年３月31日）

（連結損益計算書）    

１　前連結会計年度において区分掲記しておりました 　─

　「受取駐車場使用料」「受取コンペ参加料」「受取 　

　手数料」「デリバティブ利益」は、それぞれ営業外 　

　収益の10／100以下であるため当連結会計年度におい　

　ては営業外収益の「その他」に含めて表示しており 　

　ます。なお、当連結会計年度の金額は以下のとおり 　

　であります。 　

　　受取駐車場使用料　　　1,469千円 　　

　　受取コンペ参加料　　　1,120 〃 　　

　　受取手数料         　 1,038 〃 　　

　　デリバティブ利益　　    474 〃 　　

２　当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関

　する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18 　

　年８月11日　実務対応報告第19号）を適用しており 　

　ます。これに伴い、従来、営業外費用の内訳として 　

　表示していた「新株発行費」は、当連結会計年度か 　

　ら「株式交付費」として表示しております。 　
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(追加情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

   

─

(既存資産の残存簿価の処理方法の変更)

　当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した期

の翌期から、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ1,088千円減少しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 ―

差引額 3,000,000千円

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 700,000 〃 

差引額 2,300,000千円

※２　当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、当連結会

計年度末残高に含まれております。

　受取手形　                      129,360千円

　支払手形　                      452,305 〃

※２　─　
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

役員報酬 134,583千円

従業員給料手当・賞与 145,835 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 17,325 〃 

賞与引当金繰入額 12,049 〃 

役員賞与引当金繰入額 26,800 〃 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

役員報酬 145,410千円

従業員給料手当・賞与 153,747 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 20,235 〃 

賞与引当金繰入額 12,097 〃 

役員賞与引当金繰入額 21,300 〃 

貸倒引当金繰入額 30,647 〃 

※２　研究開発費の総額は12,517千円であり、一般管理費

に計上しております。

※２　研究開発費の総額は13,072千円であり、一般管理費

に計上しております。

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品 158千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

構築物 4,420千円

車両運搬具 35 〃 

　合　計 4,456千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,030 47,643 ― 51,673

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　平成18年８月15日付　新株引受権の権利行使による増加             330株

　平成18年８月26日付　株式分割による増加(株式1株につき10株)　 39,240株

  平成18年11月19日付　公募増資による増加　　　　　　　　　　　 7,500株

　平成18年12月19日付　有償第三者割当増資による増加　　　　　　　 573株

　
２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月20日
定時株主総会

普通株式 60,450 15,000平成18年3月31日 平成18年6月20日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 155,019 3,000平成19年3月31日 平成19年6月28日

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,673 ─ ─ 51,673

　
　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日
定時株主総会

普通株式 155,019 3,000平成19年3月31日 平成19年6月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 180,855 3,500平成20年3月31日 平成20年6月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,693,251千円

　現金及び現金同等物 3,693,251千円
　

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 532,640千円

　現金及び現金同等物 532,640千円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置
及び運搬具

12,982 7,026 5,956

工具器具
及び備品

25,960 5,419 20,540

ソフト
ウェア

27,312 7,545 19,766

合計 66,25519,99146,263

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置
及び運搬具

17,82411,746 6,078

工具器具
及び備品

25,96010,31115,648

ソフト
ウェア

32,12413,97018,153

合計 75,90936,02839,880

　(注)　同左

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,267千円

１年超 31,995 〃 

合計 46,263千円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,069千円

１年超 25,810 〃 

合計 39,880千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　(注)　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12,411千円

減価償却費相当額 12,411 〃 

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 16,037千円

減価償却費相当額 16,037 〃 

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

　　時価のある有価証券

　

その他有価証券
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 8,718 9,624 906

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 8,718 9,624 906

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 ― ― ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 8,718 9,624 906

　

当連結会計年度(平成20年３月31日)

　　時価のある有価証券

　

その他有価証券
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 10,068 10,362 293

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 10,068 10,362 293

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 ─ ─ ─

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 10,068 10,362 293
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　１　取引の状況に関する事項

　　　　　①　取引の内容及び利用目的等

　　　　　　　当社グループは、変動金利の借入金を固定金利の借入金に換えるため、金利スワップ

　　　　　　取引を行っております。

　

　　　　　②　取引に対する取組方針

　　　　　　　金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金利を固定金利に変換する目的

　　　　　　で金利スワップ取引を利用しているのみであり、投機目的の取引及びレバレッジ効果の

　　　　　　高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

　

　　　　　③　取引に係るリスクの内容

　　　　　　　金利関連における金利スワップ取引においては、市場金利の変動による市場リスクを

　　　　　　有しております。

　　　　　　　当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、

　　　　　　相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと認識しております。

　

　　　　　④　取引に係るリスク管理体制

　　　　　　　金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、財務部が行っております。　　　　　

　

　　　２　取引の時価等に関する事項

    　      当連結会計年度末において残高がないため該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

    　デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社では、確定給付型の制度として総合設立型厚生年

金基金制度に加入しております。また、当社及び連結子

会社は、確定拠出型の制度として中小企業退職金共済

制度に加入しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社では、確定給付型の制度として複数事業主による

総合設立型厚生年金基金制度に加入しております。

　また、当社及び連結子会社は、確定拠出型の制度とし

て中小企業退職金共済制度に加入しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項

　(平成19年３月31日現在)

    　 

  　

 　

 　

 　

 　

 　

 　

　　 

  　　

  　　 

  　　　　

 　　　 

      　

２　退職給付債務に関する事項

　　総合設立型厚生年金基金制度については、自社の拠出

に対応する年金資産の額を合理的に計算できないた

め、退職給付債務は記載しておりません。なお、当該基

金の年金資産持分額(人数による按分額)は、1,010,784

千円であります。

年金資産の額 204,221,962千円

年金財政計算上の給付債務の額 197,752,321 〃 

差引額 6,469,641千円

  (2)制度全体に占める当社グループの加入人数割合

　(平成20年３月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.52％

(3)補足説明

　 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上

 の過去勤務債務残高27,280,499千円及び別途積立金

 33,750,140千円であります。本制度における過去勤

 務債務の償却方法は定率方式（償却残余期間11年8

 月）であり、当社グループは、当期の連結財務諸表

 上、特別掛金16,899千円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担

 割合とは一致いたしません。

　　　　　

２　退職給付債務に関する事項

　　総合設立型厚生年金基金制度については、自社の拠出

に対応する年金資産の額を合理的に計算できないた

め、退職給付債務は記載しておりません。

　　　　　　　　　　　　

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用(注)１ 37,735千円

その他　(注)２ 15,084 〃 

退職給付費用 52,819千円
　

　　　　　　　　　　

３　退職給付費用に関する事項

総合設立型厚生年金基金に対する
拠出額

45,217千円

中小企業退職金共済制度に対する
拠出額

16,270 〃 

退職給付費用 61,487千円
　

(注)１　総合設立型厚生年金基金に対する拠出額であり

ます。

　　２　中小企業退職金共済制度に対する拠出額でありま

す。

  （追加情報）

　当連結会計年度から、「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正(その２)」(企業会計基準第14号　平成19年

５月15日)を適用しております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

①　流動資産

　　賞与引当金 29,160千円

　　たな卸資産 19,919 〃 

　　未払事業税 29,372 〃 

　　その他 13,013 〃 

　　

②　固定資産

　　役員退職慰労引当金 63,089千円

　　ゴルフ会員権 16,459 〃 

　　その他 5,392 〃 

　　  繰延税金資産小計 176,407千円

　　  評価性引当額 △9,171千円

　　　繰延税金資産合計 167,236千円

 (繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △368千円

　　　繰延税金負債合計 △368千円

　　　繰延税金資産の純額 166,867千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

①　流動資産

　　賞与引当金 26,897千円

　　たな卸資産 59,938 〃 

　　未払事業税 47,092 〃 

　　製品保証引当金 52,499 〃 

　　その他 38,239 〃 

②　固定資産

　　役員退職慰労引当金 71,324千円

　　ゴルフ会員権 17,334 〃 

　　その他 2,983 〃 

　　  繰延税金資産小計 316,310千円

　　  評価性引当額 △8,574千円

　　　繰延税金資産合計 307,735千円

 (繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △119千円

　　　繰延税金負債合計 △119千円

　　　繰延税金資産の純額 307,615千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　同左
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

当社グループは単一事業形態であるため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

当社グループは単一事業形態であるため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

　

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,455,637 202,454 2,658,091

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 10,112,151

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

24.3 2.0 26.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

アジア・・・中国、韓国、台湾　　その他・・・フランス、チェコ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

　

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,101,753 23,240 1,124,993

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ 10,749,251

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.2 0.2 10.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

アジア・・・中国、韓国、シンガポール　　その他・・・欧州

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 118,714円00銭１株当たり純資産額 139,116円62銭

１株当たり当期純利益 23,173円82銭１株当たり当期純利益 23,409円65銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。　

　当社は、平成18年８月26日付で株式１株につき10株の株

式分割を行っております。

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。　

前連結会計年度

１株当たり純資産額 59,841円93銭

１株当たり当期純利益 25,160円34銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。　

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末 当連結会計年度末

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,134,308 7,188,573

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ─

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 6,134,308 7,188,573

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(株)

51,673 51,673

　

２　１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 1,048,963 1,209,646

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,048,963 1,209,646

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 45,265 51,673

　
　

(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

― 　　　　　　　　　　　　─
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 700,000 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ─ ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ─ ― ―

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

─ ─ ─ ─

合計 ― 700,000 ― ―

（注）「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,639,503 411,625

　２　受取手形 ※４ 270,059 185,014

　３　売掛金 907,164 4,750,918

　４　原材料 13,060 11,038

　５　仕掛品 4,134,587 4,223,146

　６　前払費用 5,308 4,002

　７　繰延税金資産 82,526 204,393

　８　短期貸付金 ※１ 140,000 100,000

　９　その他 12,429 7,094

　　　貸倒引当金 △9,600 △40,420

　　　流動資産合計 9,195,03982.7 9,856,81481.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 1,099,053 1,494,032

　　　　減価償却累計額 △347,849751,203 △402,3321,091,700

　　(2) 構築物 11,900 5,300

　　　　減価償却累計額 △6,914 4,985 △4,682 617

　　(3) 機械及び装置 18,723 61,331

　　　　減価償却累計額 △10,351 8,372 △23,705 37,626

　　(4) 車両運搬具 2,530 2,530

　　　　減価償却累計額 △2,324 205 △2,389 140

　　(5) 工具器具及び備品 27,879 41,576

　　　　減価償却累計額 △19,576 8,302 △26,646 14,930

　　(6) 土地 915,195 915,195

　　(7) 建設仮勘定 16,137 ─

　　　有形固定資産合計 1,704,40315.3 2,060,21017.0

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 1,933 10,143

　　(2) 電話加入権 851 851

　　(3) その他 1,078 942

　　　無形固定資産合計 3,8630.0 11,9370.1
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 9,624 10,362

　　(2) 関係会社株式 69,994 69,994

　　(3) 従業員長期貸付金 946 637

　　(4) 長期前払費用 401 100

　　(5) 繰延税金資産 84,568 91,520

　　(6) ゴルフ会員権 24,771 22,621

　　(7) その他 26,618 22,817

　　　投資その他の資産合計 216,9252.0 218,0531.8

　　　固定資産合計 1,925,19217.3 2,290,20018.9

　　　資産合計 11,120,231100.0 12,147,015100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※４ 3,292,730 2,940,147

　２　買掛金 ※１ 826,420 168,143

　３　短期借入金 ― 700,000

　４　未払費用 ※１ 142,068 82,780

　５　未払法人税等 382,109 619,397

　６　未払配当金 ─ 1,852

　７　未払消費税等 145,374 38,273

　８　前受金 5,554 90,915

　９　預り金 12,225 13,829

　10　賞与引当金 55,650 49,576

　11　役員賞与引当金 26,000 21,000

　12　製品保証引当金 ─ 128,991

　　　流動負債合計 4,888,13244.0 4,854,90740.0

Ⅱ　固定負債

　　　役員退職慰労引当金 155,010 175,245

　　　固定負債合計 155,0101.4 175,2451.4

　　　負債合計 5,043,14245.4 5,030,15341.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,684,42015.1 1,684,42013.9

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金 1,597,920 1,597,920

　　　　資本剰余金合計 1,597,92014.4 1,597,92013.1

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 12,000 12,000

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 1,660,000 2,510,000

　　　　繰越利益剰余金 1,122,211 1,312,347

　　　　利益剰余金合計 2,794,21125.1 3,834,34731.6

　　　株主資本合計 6,076,55154.6 7,116,68758.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

537 0.0 174 0.0

　　　評価・換算差額等合計 537 0.0 174 0.0

　　　純資産合計 6,077,08854.6 7,116,86158.6

　　　負債純資産合計 11,120,231100.0 12,147,015100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 10,112,151100.0 10,749,251100.0

Ⅱ　売上原価 7,635,10675.5 7,906,72073.6

　　　売上総利益 2,477,04524.5 2,842,53126.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　販売手数料 534 80

　２　保証修理費 11,172 12,267

　３　役員報酬 118,560 136,740

　４　給与手当 115,990 125,421

　５　賞与 19,775 18,259

　６　賞与引当金繰入額 11,800 11,777

　７　役員賞与引当金繰入額 26,000 21,000

　８　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

17,325 20,235

　９　法定福利費 25,595 31,610

　10　旅費交通費 34,633 32,409

　11　交際費 19,942 17,417

　12　租税公課 26,474 26,834

　13　賃借料 12,067 15,503

　14　研究開発費 ※１ 12,517 13,072

　15　減価償却費 6,056 19,616

　16　貸倒引当金繰入額 ― 30,820

　17　支払手数料 30,807 31,877

　18　その他 100,047589,3015.8 116,489681,4326.3

　　　営業利益 1,887,74318.7 2,161,09820.1
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前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※２ 1,415 2,583

　２　受取配当金 144 161

　３　受取助成金 5,924 5,944

　４　外形標準事業税還付金 3,019 ─

　５　積立保険返戻金 ─ 7,272

　６　その他 7,620 18,1230.2 2,562 18,5230.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 20,741 5,525

　２　コミットメントライン
　　　費用

22,619 7,584

　３　株式交付費 19,140 ─

　４　公開関連費用 20,036 ─

　５　その他 6,037 88,5760.9 ─ 13,1100.1

　　　経常利益 1,817,29018.0 2,166,51220.2

Ⅵ　特別利益

　　　貸倒引当金戻入益 6,760 6,7600.1 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※３ 158 4,420

　２　過年度製品保証
　　　引当金繰入額

─ 121,345

　３　その他 ─ 158 0.0 2,150 127,9161.2

　　　税引前当期純利益 1,823,89218.0 2,038,59619.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

746,095 972,010

　　　法人税等調整額 13,499759,5957.5 △128,569843,4417.8

　　　当期純利益 1,064,29710.5 1,195,15511.1
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 5,671,04173.6 5,849,76773.2

Ⅱ　労務費 760,464 9.8 858,29210.7

Ⅲ　外注費 848,58611.0 875,07810.9

Ⅳ　経費 ※ 428,195 5.6 412,140 5.2

　　当期総製造費用 7,708,287100.0 7,995,279100.0

　　期首仕掛品たな卸高 4,061,406 4,134,587

　　　合計 11,769,694 12,129,867

　　期末仕掛品たな卸高 4,134,587 4,223,146

　　当期製品製造原価 7,635,106 7,906,720

(注)※　主な内訳は、次のとおりであります。

　

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

旅費交通費 224,176 232,552

輸送費 62,752 25,300

減価償却費 43,487 55,702

租税公課 13,556 12,674

水道光熱費 15,340 17,887

荷造運賃 20,052 15,910

　

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、実際個別原価計算を適用しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 316,500 230,000 230,000

事業年度中の変動額

　新株の発行 1,367,920 1,367,920 1,367,920

　剰余金の配当

　利益処分による役員賞与

　別途積立金の積立

　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 1,367,920 1,367,920 1,367,920

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 1,597,920

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 12,000 810,000 994,3631,816,3632,362,863

事業年度中の変動額

　新株の発行 2,735,840

　剰余金の配当 △60,450 △60,450 △60,450

　利益処分による役員賞与 △26,000 △26,000 △26,000

　別途積立金の積立 850,000△850,000 ― ―

　当期純利益 1,064,2971,064,2971,064,297

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 850,000 127,847 977,8473,713,687

平成19年３月31日残高(千円) 12,0001,660,0001,122,2112,794,2116,076,551

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,211 2,211 2,365,075

事業年度中の変動額

　新株の発行 2,735,840

　剰余金の配当 △60,450

　利益処分による役員賞与 △26,000

　別途積立金の積立 ―

　当期純利益 1,064,297

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,674 △1,674 △1,674

事業年度中の変動額合計(千円) △1,674 △1,674 3,712,013

平成19年３月31日残高(千円) 537 537 6,077,088
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 1,597,920

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　別途積立金の積立

　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ ─

平成20年３月31日残高(千円) 1,684,420 1,597,920 1,597,920

　

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 12,0001,660,0001,122,2112,794,2116,076,551

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △155,019△155,019△155,019

　別途積立金の積立 850,000△850,000 ─ ─

　当期純利益 1,195,1551,195,1551,195,155

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 850,000 190,1361,040,1361,040,136

平成20年３月31日残高(千円) 12,0002,510,0001,312,3473,834,3477,116,687

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 537 537 6,077,088

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △155,019

　別途積立金の積立 ─

　当期純利益 1,195,155

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△363 △363 △363

事業年度中の変動額合計(千円) △363 △363 1,039,772

平成20年３月31日残高(千円) 174 174 7,116,861
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(1) 子会社株式

　　同左

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法によっております。(評価差

額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(1) 原材料

　　同左

(2) 仕掛品

　　個別法による原価法によっておりま

す。

(2) 仕掛品

　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物付属設備は除く。)

については、定額法によっておりま

す。

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

(1) 有形固定資産

　　同左

(2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

　　同左

(3) 長期前払費用

　　定額法によっております。

　　なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

(3) 長期前払費用

　　同左

４　繰延資産の処理方法 　株式交付費は、支出時に全額費用

処理しております。

　

　─

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 賞与引当金

　　従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

　　同左

(3) 役員賞与引当金

　　役員賞与の支給に充てるため、

　支給見込額に基づき計上しており

　ます。

(3) 役員賞与引当金

　　同左

(4) ─ (4) 製品保証引当金

　製品のアフターサービス等に対す

る費用の支出に備えるため、過去の

支出実績に基づき将来の支出見込額

を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理　　

　　同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

  当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は、6,077,088千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

     
     
     
     

(役員賞与に関する会計基準の適用)

　当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号)を適用しております。この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、26,000千円

減少しております。

(製品保証引当金の新設)

　従来、売上製品のアフターサービス等に関する費用につ

いては、支出時の費用として処理しておりましたが、当事

業年度から過去の支出実績を基準にして算出した見積額

を製品保証引当金として計上する方法に変更しておりま

す。

　この変更は、過年度の実績データが整備され蓄積されて

きたことから、期間損益のより適切な把握と財政状態の

健全化を図るために実施したものであります。

　この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上総利益、営業利益及び経常利益は、それぞれ7,645

千円減少し、税引前当期純利益は、128,991千円減少して

おります。

    

(減価償却方法の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度から平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ5,603千円減少しております。
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(表示方法の変更)

　
前事業年度 当事業年度

（自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日

    至　平成19年３月31日）     至　平成20年３月31日）

（損益計算書）

１　前事業年度において、販売費及び一般管理費の
─

　「その他」に含めておりました「支払手数料」は、 　

　販売費及び一般管理費の合計額の100分の５を超え 　

　たため、当事業年度から区分掲記しております。

　　なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「そ 　　

　の他」に含まれる「支払手数料」は23,780千円であ　

　ります。 　

２　前事業年度において区分掲記しておりました「受

　取駐車場使用料」「受取コンペ参加料」「受取手数 　

　料」「デリバティブ利益」は、それぞれ営業外収益

　の10／100以下であるため当事業年度においては営業　

　外収益の「その他」に含めて表示しております。 　

　　なお、当事業年度の金額は以下のとおりでありま 　　

　す。

　　受取駐車場使用料　 　1,469千円 　　

　　受取コンペ参加料　 　1,120 〃 　　

　　受取手数料         　　944 〃 　　

　　デリバティブ利益　     474 〃 　　

３　当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する

　当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８

　月11日　実務対応報告第19号）を適用しておりま

　す。

　　これに伴い、従来、営業外費用の内訳として表示

　していた「新株発行費」は、当事業年度から「株式

　交付費」として表示しております。

　

　

(追加情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

         

─

(既存資産の残存簿価の処理方法の変更)

　当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に到達した期の翌

期から、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ100千円減少しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

短期貸付金 140,000千円

買掛金
未払費用

68,115 〃 
2,003 〃 

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

短期貸付金 100,000千円

買掛金
未払費用

7,294 〃 
1,207 〃 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 ―

差引額 3,000,000千円

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 700,000 〃 

差引額 2,300,000千円

　３　配当制限

　　　平成19年２月21日締結の貸出コミットメント契約に

より、当社の各年度の決算期末日における単体及び

連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、そ

の直前の決算期末日又は平成18年９月に終了する中

間期の末日における純資産の部の金額のいずれか大

きい方の75％の金額以上にそれぞれ維持することを

確約しております。

　３　配当制限

　　　同左

※４　当事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の事業年度末日満期手形が、当事業年度末残高

に含まれております。

　　受取手形　　　　　　　　　　　129,360千円

　　支払手形　　　　　　　　　　　452,305 〃

※４　─　
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額は12,517千円であり、一般管理費

に計上しております。

※１　研究開発費の総額は13,072千円であり、一般管理費

に計上しております。

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社からの受取利息 965千円

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社からの受取利息 2,526千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　　　　工具器具及び備品                 158千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　　　　構築物　　　　　               4,420千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

　  該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 12,982 7,026 5,956

工具器具
及び備品

25,960 5,419 20,540

ソフト
ウェア

27,312 7,545 19,766

合計 66,25519,99146,263

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 17,82411,746 6,078

工具器具
及び備品

25,96010,31115,648

ソフト
ウェア

32,12413,97018,153

合計 75,90936,02839,880

　(注)　同左

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,267千円

１年超 31,995 〃 

合計 46,263千円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,069千円

１年超 25,810 〃 

合計 39,880千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　(注)　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12,411千円

減価償却費相当額 12,411 〃 

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 16,037千円

減価償却費相当額 16,037 〃 

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

未払事業税 29,372千円

賞与引当金 22,649 〃 

仕掛品 19,919 〃 

その他 10,584 〃 

②　固定資産

役員退職慰労引当金 63,089千円

ゴルフ会員権 16,459 〃 

その他 5,388 〃 

繰延税金資産合計 167,463千円

　(繰延税金負債)

　　固定負債

その他有価証券評価差額金 △368千円

繰延税金負債合計 △368千円

繰延税金資産の純額 167,095千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

未払事業税 46,048千円

賞与引当金 20,177 〃 

仕掛品 59,938 〃 

製品保証引当金 52,499 〃 

その他 25,730 〃 

②　固定資産

役員退職慰労引当金 71,324千円

ゴルフ会員権 17,334 〃 

その他 2,979 〃 

繰延税金資産合計 296,033千円

　(繰延税金負債)

　　固定負債

その他有価証券評価差額金 △119千円

繰延税金負債合計 △119千円

繰延税金資産の純額 295,913千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　同左
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 117,606円66銭１株当たり純資産額 137,728円83銭

１株当たり当期純利益 23,512円59銭１株当たり当期純利益 23,129円20銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　当社は、平成18年８月26日付で株式１株につき10株の株

式分割を行っております。

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。　

前事業年度

１株当たり純資産額 58,041円58銭

１株当たり当期純利益 25,061円44銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末 当事業年度末

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,077,088 7,116,861

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ─

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 6,077,088 7,116,861

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(株)

51,673 51,673

　

２　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,064,297 1,195,155

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,064,297 1,195,155

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 45,265 51,673

　
　

(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

― 　　　　　　　　　　　　─
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

　凸版印刷㈱ 8,963 10,362

計 8,963 10,362

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 1,099,053394,979 ─ 1,494,032402,33254,4821,091,700

　構築物 11,900 400 7,000 5,300 4,682 348 617

　機械及び装置 18,72342,607 ─ 61,331 23,70513,354 37,626

　車両運搬具 2,530 ─ ─ 2,530 2,389 64 140

　工具器具及び備品 27,87913,697 ─ 41,576 26,6467,069 14,930

　土地 915,195 ─ ─ 915,195 ─ ─ 915,195

　建設仮勘定 16,137435,546451,684 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 2,091,419887,231458,6842,519,966459,75675,3192,060,210

無形固定資産

　ソフトウェア 3,32810,527 ─ 13,855 3,712 2,317 10,143

　電話加入権 851 ─ ─ 851 ─ ─ 851

　その他 1,800 ─ 275 1,525 582 136 942

無形固定資産計 5,98010,527 275 16,232 4,295 2,453 11,937

長期前払費用 2,409 ─ ─ 2,409 2,309 301 100

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建　　　物　第三工場増設　　　　　　　　　　　369,421千円

　建設仮勘定　第三工場増設（建物及び機械装置）　385,170 〃
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 9,600 40,420 ─ 9,600 40,420

賞与引当金 55,650 49,576 55,650 ─ 49,576

役員賞与引当金 26,000 21,000 26,000 ─ 21,000

製品保証引当金 ─ 250,336 121,345 ─ 128,991

役員退職慰労引当金 155,010 20,235 ─ ─ 175,245

(注)　貸倒引当金の「当期減少額その他」は、洗替による減少額を記載しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 5,921

預金

当座預金 402,003

普通預金 1,848

別段預金 1,852

預金計 405,703

合計 411,625

　

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

日本電産リード㈱ 126,713

大日本印刷㈱ 48,247

神田工業㈱ 9,041

黒田精工㈱ 682

㈱コーシンインテックス 329

計 185,014

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月 67,185

　　　　５月 112,184

　　　　６月 3,758

　　　　７月 1,886

計 185,014
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ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 4,153,440

松下電器産業㈱ 164,438

日立キャピタル㈱ 158,865

三菱ＵＦＪファクター㈱ 113,543

富士通日立プラズマディスプレイ㈱ 89,234

その他 71,396

計 4,750,918

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

907,16411,285,9097,442,1554,750,918 61.0 91.7

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ｄ　原材料

　

区分 金額(千円)

購入部品 11,038

　

ｅ　仕掛品

　

区分 金額(千円)

FPD関連装置 3,902,099

ICカード・ICタグ及び半導体装置他 321,046

計 4,223,146
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②　負債の部

ａ　支払手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

センエンジニアリング㈱ 467,696

㈱サンテックス 429,418

光伝導機㈱ 310,770

菱電商事㈱ 281,192

㈱エスケイメカニクス 200,015

その他 1,251,054

計 2,940,147

　

ロ　期日別内訳

　

期日 金額(千円)

 平成20年４月 1,072,960

　 　　　５月 673,112

　　　 　６月 605,090

　　　 　７月 588,985

計 2,940,147

　

ｂ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

㈱カネショー 34,125

㈱エスケイメカニクス 17,788

光伝導機㈱ 13,788

㈱北村機器製作所 10,946

㈱シンコー 9,731

その他 81,764

計 168,143
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ｃ　短期借入金

　

区分 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 350,000

㈱三井住友銀行 280,000

㈱武蔵野銀行 70,000

計 700,000

　

d　未払法人税等

　

区分 金額(千円)

未払法人税 418,035

未払住民税 88,221

未払事業税 113,140

計 619,397
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、10株券及び１株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 該当事項はありません。

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う
手数料

１ 喪失登録　　　　１件につき10,500円

２ 喪失登録株券　　１枚につき　 525円

単元未満株式の買取り 該当事項はありません。

　　取扱場所

　　株主名簿管理人

　　取次所

　　買取手数料

公告掲載方法
電子公告により行います。なお、やむを得ない事由により、電子公告によることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
公告掲載ＵＲＬ(http://www.oec-inc.co.jp)

株主に対する特典 ありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第17期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第18期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月13日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

大崎エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　利　　穂　　忠　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大崎エンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、大崎エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。

　

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

有価証券報告書

93/96



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

大崎エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　六 本 木　　浩　　嗣　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている大崎エンジニアリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、大崎エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

追記情報

　　会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から、製品保証引当金を計上する方法に

　変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

大崎エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　利　　穂　　忠　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大崎エンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第17期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大崎エンジニアリング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

大崎エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　六 本 木　　浩　　嗣　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている大崎エンジニアリング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第18期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大崎エンジニアリング株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　　会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から、製品保証引当金を計上する方法に変更

　した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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